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令和２年度事業報告 

 １ 法人の長によるメッセージ  

独立行政法人労働政策研究・研修機構（The Japan Institute for Labour Policy and Training。

以下「ＪＩＬＰＴ」という。）は、旧日本労働研究機構と旧労働研修所（厚生労働省の施設等機関）が

統合して平成15年10月に設立されました。 

ＪＩＬＰＴは、内外の労働に関する事情及び労働政策についての総合的な調査及び研究等並び

にその成果の普及を行うとともに、その成果を活用して厚生労働省の労働に関する事務を担当す

る職員その他の関係者に対する研修を行うことにより、我が国の労働政策の立案及びその効果

的かつ効率的な推進に寄与し、もって労働者の福祉の増進と経済の発展に資することを目的とし

ております。 

こうした目的の下、労働市場を取り巻く環境の変化等も見据えた重要課題についてのエビデン

ス等を得る観点から、厚生労働省において提示する中長期的な政策の方向性を踏まえて実施す

るプロジェクト研究を中心に、機構が実施する業務の質の確保を図りつつ、より一層厚生労働省

の労働政策の企画立案及び推進に資する労働政策研究及び労働行政担当職員研修を効果的

かつ効率的に実施してまいりました。 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大が当機構の組織や業務運営に多大な影響を

与えた１年でした。 

組織運営面では、昨年４月の緊急事態宣言による政府の出勤者数７割削減の要請を受け、理

事長として職員の安全と健康を確保することを最優先と考え、これまでなかったテレワークシステ

ムを急遽導入し原則在宅勤務とするとともに、簡易的な決裁について適用していた電子決裁シス

テムをすべての決裁に拡大するなど制度を変更し、在宅においても業務の質を向上させるよう改

革の実現に努めました。その結果、緊急事態宣言期間の出勤者数削減率は約７割となり政府の

要請を達成しました。 

業務運営面では、新型コロナウイルス感染症の拡大が報じられるようになった令和元年度末に

直ちに立ち上げた「新型コロナウイルスによる雇用・就業への影響等に関する調査・分析プロジェ

クト」を、令和２年度よりプロジェクト研究「雇用システムに関する研究」に位置付け、本格的に調

査研究・情報収集に取り組みました。具体的には、個人・企業を対象とした連続パネル調査により

その実態を把握し、結果の集計や結果に基づく二次分析などを行いました。また、国内外の統計

データや諸外国における対策等の最新動向に関する情報収集を行いました。こうした調査分析結

果や収集した情報はホームページ等を通じて国内外に迅速に発信しました。その結果、これら成

果は国会や行政、研究機関、マスコミ等で活用され、政策論議に一石を投じてまいりました。本年

３月には、令和２年の成果全体を一冊のハンドブックとして取りまとめた『新型コロナウイルス感染

拡大の雇用・就業への影響 2020』を刊行いたしましたが、このハンドブックも読者の読むべき書
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籍として新聞で紹介されました。 

労働大学校で実施する研修につきましても、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で集合研

修は困難なことから、第１四半期の研修はすべて中止又は延期とし、第２四半期以降も原則オン

ラインにより代替することとしました。通信環境の整備など課題も多くみられましたが、一方で、子

育てなど家庭の事情で受講が困難だった職員の受講が可能となったこと、研修での不在期間が

短縮し研修生の業務負荷が軽減されたこと、宿泊を伴う集合研修と比較して、より多くの研修生

が受講可能となるなど大きな効果が得られました。今後も引き続きオンラインの長所を活かす形

で、集合研修と組み合わせて実施してまいりたいと考えております。 

その他の業務につきましても、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、これまで対面で実施

してきたヒアリング調査のための出張や研究会、セミナー、国際会議などの開催が困難となりまし

た。しかし、こうした制約がある中で対面からオンラインへの切り替えを進め、これまで定期的に行

ってきた連合総合生活開発研究所との意見交換や令和元年度より新たに開催した日本政策金融

公庫総合研究所との意見交換などを着実に実施し、他の研究機関との連携強化を図りました。ま

た、海外研究機関との交流につきましても、オンラインを活用し、新型コロナウイルス感染症拡大

の影響で昨年度中止した第４回国際比較労働政策セミナーを開催するとともに、北東アジア労働

フォーラムや韓国労働研究院との共催セミナーを継続して開催しネットワークの維持・強化に取り

組みました。研究成果の普及業務として実施している労働政策フォーラムでは、対面による開催

からオンラインによる開催を一部取り入れた結果、関東近辺以外の地域からの参加者も多くあ

り、集客力や認知度の向上につながりました。 

令和３年度は、こうした業務経験を活かし、より効率的、効果的な業務運営に努めてまいる所

存でございます。 

理事長の仕事は、その組織を守り発展させていくことにあり、そのためには業務を実施しやす

い環境を整えるとともに、情報発信し、公正公明な組織として国民の期待に応えられるガバナンス

を確立することが重要だと考えます。引き続き私たちの業務を適切かつ着実に推進し、国民のウ

エルビーイングが高く、人材の有効活用が持続可能な社会を構築するための政策研究・研修を実

行し、成果を普及させていく所存であります。  

本事業報告書が、業務実績等報告書や環境報告書などとともにＪＩＬＰＴの様々な活動について

ご理解いただく一助になることを願っております。 

理事長 樋口 美雄
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 ２ 法人の目的、業務内容  

（１）目的 

独立行政法人労働政策研究・研修機構（以下「当機構」という。）は、内外の労働に関する

事情及び労働政策についての総合的な調査及び研究等並びにその成果の普及を行うととも

に、その成果を活用して厚生労働省の労働に関する事務を担当する職員その他の関係者に

対する研修を行うことにより、我が国の労働政策の立案及びその効果的かつ効率的な推進

に寄与し、もって労働者の福祉の増進と経済の発展に資することを目的としています。 

（独立行政法人労働政策研究・研修機構法（以下「機構法」という。）第３条） 

  （２）業務内容 

当機構は、機構法第３条の目的を達成するため以下の業務を行います。 

① 内外の労働に関する事情及び労働政策についての総合的な調査及び研究を行うこと。 

② 内外の労働に関する事情及び労働政策についての情報及び資料を収集し、及び整理す

ること。 

③ 上記①に掲げる業務の促進のため、労働に関する問題についての研究者及び有識者を

海外から招へいし、及び海外に派遣すること。 

④ 上記①から③に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。 

⑤ 厚生労働省の労働に関する事務を担当する職員その他の関係者に対する研修を行うこ

と。 

⑥ 上記①から⑤の業務に附帯する業務を行うこと。 

（機構法第 12条） 
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 ３ 政策体系における法人の位置付け及び役割  

令和２年度の当機構の各業務と予算科目､厚生労働省の政策体系については以下のとおりの

位置づけとなっています。 

厚生労働省の政策体系 注） 予算科目 JILPT の業務 

Ⅲ-4 安定した労使関係等の形

成を促進すること 

Ⅲ-5 労働保険適用徴収業務の

適正かつ円滑な実施を図るこ

と 

Ⅳ 非正規雇用労働者の処遇改

善、女性の活躍推進や均等待

遇、ワーク・ライフ・バランスの

実現等働き方改革を推進する

こと 

Ⅴ 意欲のあるすべての人が働

くことができるよう、労働市場

において労働者の職業の安定

を図ること 

Ⅵ 労働者の職業能力の開発及

び向上を図るとともに、その能

力を十分に発揮できるような

環境整備をすること

・労働政策研究・研修機構

一般勘定運営費交付金 

・労働政策研究・研修機構

雇用勘定運営費交付金

・労働政策研究の実施 

・労働政策研究・研修機構

雇用勘定運営費交付金

・内外の労働事情・労働政

策に関する情報の収集・整

理 

・労働政策研究・研修機構

一般勘定運営費交付金 

・労働政策研究・研修機構

雇用勘定運営費交付金

・労働政策研究等の成果の

普及及び政策への提言 

・労働政策研究・研修機構

一般勘定運営費交付金 

・労働政策研究・研修機構

雇用勘定運営費交付金 

・労働政策研究・研修機構

労災勘定運営費交付金

・労働関係事務担当職員等

に関する研修 

注）厚生労働省政策体系図（https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/20syokan/dl/06-02.pdf）から主なものを記載
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 ４ 中期目標  

（１）概要 

第４期中期目標期間においては、当機構に課せられた労働政策の企画立案及びその効

果的かつ効率的な推進に寄与するという目的のもと、労働市場を取り巻く環境の変化等も見

据えた重要課題についてのエビデンス等を得る観点から厚生労働省において提示する視点

を踏まえて実施するプロジェクト研究を中心に、機構が実施する業務の質の確保を図りつ

つ、機構が担うべき必要な業務に重点化するとともに当該業務の活性化を図ることにより、よ

り一層厚生労働省の労働政策の企画立案及び推進に資する質の高い労働政策研究及び労

働行政担当職員研修を効果的かつ効率的に実施しています。 

詳細につきましては、第４期中期目標をご覧ください。 

https://www.jil.go.jp/outline/houki/documents/mokuhyou4.pdf 

（２）一定の事業等のまとまりごとの目標等 

独立行政法人における開示すべきセグメント情報は当機構の各々の業務内容を基にして

おり全部で５つに区分しております。なお、経理区分については、各業務と財源区分との関

係から３つに区分しており、これらの関係は以下のとおりです。 

一定の事業等のまとまり（セグメント区分） 勘定区分 

政策研究経費 一般勘定 

雇用勘定 

情報収集等経費 雇用勘定 

成果普及等経費 一般勘定 

雇用勘定 

研修事業経費 一般勘定 

雇用勘定 

労災勘定 

法人共通 一般勘定 

雇用勘定 

労災勘定 

5



（３）事業実施体系 

   ※機構法第 12 条による。 
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 ５ 法人の長の理念や運営上の方針・戦略等  

［経営理念・方針］ 

当機構の使命は、内外の労働に関する事情及び労働政策についての総合的な調査及び研究

等並びにその成果の普及を行うとともに、その成果を活用して厚生労働省の労働に関する事務を

担当する職員その他の関係者に対する研修を行うことにより、我が国の労働政策の立案及びそ

の効果的かつ効率的な推進に寄与し、もって労働者の福祉の増進と経済の発展に資することで

す。 

そのため、私たちは、労働に関する幅広い専門分野の研究者を多数擁している日本で唯一の

労働政策に関する研究・研修機関として、複雑化した労働問題に学際的な幅広い視点で立ち向

かうことによって、いち早く政策課題を解明し、「行政の一歩先を行く」成果を恒常的に生み出して

社会に貢献することを目指します。 

［職員行動指針］ 

当機構は、役職員一人ひとりが自己に課せられた業務目標の達成に向け、自覚と責任をもって

業務に取り組み、かつ成果を出していく上で、以下の行動を誠心誠意実践することを徹底します。 

○組織が果たすべき社会的責任を自覚し、常に法令や規程、公正な社会的ルールを遵守すると

ともに、高い倫理観と良識を持って行動します。 

○お互いの人権や多様な価値観を尊重し、積極的なコミュニケーションを心掛けることで、一人ひ

とりが個性を発揮できる環境の形成･維持に努めます。 

○常に自己研鑽に励むとともに、業務目標の達成に向け、自らの能力を最大限発揮するよう努

めます。 
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 ６ 中期計画及び年度計画  

第４期中期計画（平成２９年４月～令和４年３月）に掲げる項目及びその主な内容と令和２年度

の年度計画との関係は次のとおりです。 

詳細につきましては、第４期中期計画及び令和２年度計画をご覧下さい。 

（第４期中期計画） https://www.jil.go.jp/outline/houki/documents/keikaku4.pdf

（令和２年度計画） https://www.jil.go.jp/outline/houki/documents/2020keikaku.pdf

  （１）第４期中期目標・中期計画の概要 
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  （２）第４期中期計画と令和２年度計画の主な指標 

第４期中期計画の主な指標 令和２年度計画の主な指標 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を 
達成するためにとるべき措置 

１－１ 労働政策研究の実施 

①リサーチ・アドバイザー部会等の外部評価に
おける研究成果の評価（平均点2.0以上） 

①リサーチ・アドバイザー部会等の機構の外部評
価において下記の採点基準により研究成果の
平均点2.0以上の評価を得る。 
〔成果ごとに、Ｓ評価(大変優秀)＝3点、Ａ評価(優
秀)＝2点、Ｂ評価(標準)＝1点、C評価以下＝0
点〕 

②厚生労働省より「政策貢献が期待できる」との
行政評価を受けたプロジェクト研究サブテー
マ（テーマ総数の80％以上） 

②厚生労働省より「政策貢献が期待できる」との
評価を受けたプロジェクト研究サブテーマを、
テーマ総数の80％以上確保する。 

③労働政策の企画立案及び実施等へ活用した
研究成果（成果総数（※）の85％以上） 
※別紙（略）に掲げるプロジェクト研究のテーマ
のうち、「①雇用システムに関する研究」「⑦
労使関係を中心とした労働条件決定システム
に関する研究」に該当する研究成果を除く。 

③労働関係法令・指針・ガイドラインの制定・改
正、予算・事業の創設・見直し、政策評価、審
議会・検討会、政党・労使団体への説明での
活用、政府の法案提出に繋がった研究成果
を、成果総数（※）の85％以上得る。 

※別紙（略）に掲げるプロジェクト研究のテーマのう
ち、「①雇用システムに関する研究」「⑦労使関係
を中心とした労働条件決定システムに関する研
究」に該当する研究成果を除く。 

④有識者アンケートによる労働政策研究の成果
についての評価 

④労働政策研究の成果についての有識者を対
象としたアンケート調査を実施し、下記基準に
より2.0以上の評価を得る。 
〔大変有意義：3、有意義：2、あまり有意義でな
い：1、有意義でない：0〕 

⑤労働政策担当者向け勉強会等への厚生労働
省等の政策関係者の参加者数（225人以上） 

⑤労働政策担当者向け勉強会等への厚生労働
省等の政策関係者の参加者数を225人以上確
保する。 

⑥機構の研究成果の普及、情報収集、海外研
究機関との連携強化等、政策研究に資する国
際会議、国際学会等への研究員の派遣や、
機構が主催・共催する国際セミナー等への研
究員の出席を積極的に促進する。 

⑥機構の研究成果の普及、情報収集、海外研究
機関との連携強化等、政策研究に資する国際
会議、国際学会等への研究員の派遣や、機構
が主催・共催する国際セミナー等への研究員
の出席を積極的に促進する。 

１－２ 内外の労働事情・労働政策に関する情報の収集・整理 

① 国内情報収集成果の提供件数 
（毎年度延べ140件以上） 

①国内情報収集成果の提供件数を毎年度延べ
140件以上確保する。 

② 海外情報収集成果の提供件数 
（毎年度延べ150件以上） 

②海外情報収集成果の提供件数を毎年度延べ
150件以上確保する。 

１－３ 労働政策研究等の成果及び政策への提言 

①メールマガジンの発行（週２回） 
①労働政策研究等の成果について、メールマガ
ジンを週２回発行する。 
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②メールマガジン読者アンケートでの有意義度
評価（2.0以上） 

②メールマガジン読者への有意義度評価で、そ
れぞれ下記基準により2.0以上の評価を得る。 
〔大変有意義：３、有意義:２、あまり有意義でない:
１、有意義でない：０〕 

③労働政策フォーラムの開催回数（中期目標期
間中26回以上） 

③労働政策フォーラムを年間６回開催する。 

④労働政策フォーラム参加者アンケートでの有
意義度評価（2.0以上） 

④労働政策フォーラム参加者への有意義度評価
で、それぞれ下記基準により2.0以上の評価を
得る。 
〔大変有意義：３、有意義:２、あまり有意義でない:
１、有意義でない：０〕 

１－４ 労働行政担当職員その他関係者に対する研修 

①研修生に対する事後調査（修了後半年から１
年程度）（毎年度平均で85％以上）  

①研修生に対する事後調査（修了後半年から1
年程度）により、令和２年度平均で85％以上の
者から、「業務に生かせている」との評価を得
る。 

②当該研修生の上司に対する事後調査 
（修了後半年から１年程度）（毎年度平均で
85％以上） 

②当該研修生の上司に対する事後調査（修了後
半年から1年程度）により、令和２年度平均で
85％以上の者から評価を得る。 

③イブニングセッションの開催回数 
（毎年度30回以上） 
そこで得た知見等をもとにした研修教材の開
発・改善（毎年度３件以上） 

③イブニングセッションを令和２年度30回以上開
催し、そこで得た知見等をもとにした研修教材
の開発・改善を毎年度3件以上得る。 

２－１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 内部統制の適切な実施 １ 内部統制の適切な実施 

２ 組織運営・人事管理に関する体制の見直し ２ 組織運営・人事管理に関する体制の見直し 

３ 情報セキュリティの強化 ３ 情報セキュリティの強化 

４ 業務運営の効率化に伴う経費節減等 ４ 業務運営の効率化に伴う経費節減等 

３－１ 財務内容の改善に関する事項 

第３ 予算、収支計画及び資金計画 第３ 予算、収支計画及び資金計画 

第４ 短期借入金の限度額 第４ 短期借入金の限度額 

第５ 不要財産又は不要財産となることが見込

まれる財産がある場合には、当該財産の処

分に関する計画 

第５ 不要財産又は不要財産となることが見込ま

れる財産がある場合には、当該財産の処分に

関する計画 

第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しよう

とするときは、その計画 

第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しよう

とするときは、その計画 

第７ 剰余金の使途 第７ 剰余金の使途 

第８ 人事に関する計画 第８ 人事に関する計画 

第９ 施設・設備に関する計画 第９ 施設・設備に関する計画 

第１０ 積立金の処分に関する事項 第１０ 積立金の処分に関する事項 
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 ７ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉  

（１）ガバナンスの状況 

平成 26 年の独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）の一部改正等を踏まえ、内部

統制基本方針（平成 25 年策定）の見直しを行い、平成 28 年に新たに内部統制の推進等に

関する規程を策定しました。 

内部統制の目的を、「当機構の役職員の職務の執行が通則法などの関係法令に適合す

るための体制及びその他機構業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）を整

備し、機構のミッションを効率的かつ効果的に達成していくこと」として明確化しました。 

また、内部統制機能の有効性チェックのため会計監査法人の任意監査のほか、契約監

視委員会など外部有識者等からなる委員会を設け定期的なモニタリング等を実施していま

す。 

内部統制システムの整備の詳細につきましては、業務方法書をご覧ください。 

https://www.jil.go.jp/outline/houki/documents/houhou27.pdf

労働政策研究・研修機構のガバナンス体制図 

目標案の諮問・答申等 

主務大臣 ←→ 
独立行政法人 

評価制度委員会 

↓ ↓ ↓

［任命］   ［任命］ 
［指示］目標等の

指示等 

監事 法人の長 

契約監視委員会 

理事等 

(経営会議等) 

会計監査法人 

(任意) 

内部統制 

推進室 

法人本部事務局  

労働政策研究所 
労働大学校 
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（２）役員等の状況 

役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴 

 （令和３年３月31日現在） 

役 職 氏 名 任  期 担 当 経  歴 

理事長 樋口
ひ ぐ ち

 美
よし

雄
お

平成 30 年 4 月 1 日～ 

令和 4年 3 月 31 日 

(平成 30 年 4 月 1 日就任) 

 平成 3 年 4 月 慶應義塾大学商学部教授 

平成 21 年 5 月 慶應義塾大学商学部長・大学院商学

研究科委員長（至 平成 25 年 9 月） 

平成 30 年 4 月 慶應義塾大学大学院商学研究科特

任教授（非常勤、現任） 

平成 31 年 4 月 慶應義塾大学名誉教授 

理 事 

（常勤） 
小林
こばやし

 健
けん

令和元年 10 月 1 日～ 

令和 3年 9 月 30 日 

(平成 29 年 10 月 1 日就任) 

管理・ 

研修 

担当 

昭和 61 年 4 月 労働省入省 

平成 23 年 7 月 岩手労働局長 

平成 25 年 7 月 中央職業能力開発協会総務企画部

長（平成 27 年 4月 同総務部長） 

平成 28 年 6 月 兵庫労働局長 

平成 29 年 9 月 厚生労働省退職（役員出向） 

理 事 

（常勤） 
内田
う ち だ

 寛子
ひ ろ こ

令和 2年 4 月 1日～ 

令和 3年 9 月 30 日 

(令和 2 年 4月 1 日就任) 

研究 

担当 

平成 2 年 2 月 日本労働研究機構採用 

平成 23 年 10 月 独立行政法人労働政策研究・研修

機構総務部次長 

平成 27 年 4 月 独立行政法人労働政策研究・研修

機構研究調整部長 

令和 2年 3 月 独立行政法人労働政策研究・研修機

構退職 

監 事 

（常勤） 
東ヶ崎
とうが さ き

 將
まさし

平成 29 年 7 月 1 日～ 

令和 3 事業年度の 

財務諸表承認日 

(平成 25 年 10 月 1 日就任) 

 昭和 52 年 4 月 石川島播磨重工業（株）入社 

平成 18 年 4 月 石川島播磨重工業（株）本社エネル

ギー・プラント事業本部電力事業部

事業部長 

平成 22 年 4 月 （株）ＩＨＩ横浜エンジニアリングセンタ

ー横浜事業所事業所長 

監 事 

(非常勤) 
小林
こばやし

 伸
のぶ

行
ゆき

平成 29 年 7 月 1 日～ 

令和 3 事業年度の 

財務諸表承認日 

(平成 29 年 7 月 1 日就任) 

 平成 3 年 3 月  公認会計士登録 

平成 7年 12 月 小林公認会計士事務所開設 

平成 24 年 1 月 税理士法人会計実践研究所代表社

員（現任） 

令和元年 6月 日本公認会計士協会東京会副会長

（現任） 

（３）職員の状況 

令和２年度末の常勤職員数は９９人（前期末比△３人）であり、平均年齢は４９歳（前期末

４８歳）となっています。このうち、国からの出向者は２４人、令和２年４月２２日退職者は１

人、令和２年４月３０日退職者は１人、令和２年５月１０日退職者は１人、令和２年６月３０日

退職者は１人、令和２年７月３１日退職者は１人、令和２年８月３０日退職者は１人、令和２年

８月３１日退職者は１人、令和２年１２月３０日退職者は１人、令和３年３月３０日退職者は１

人、令和３年３月３１日退職者は１２人です。 

（４）重要な施設等の整備の状況 

重要な施設として、東京都練馬区に法人本部・労働政策研究所を、埼玉県朝霞市に労働

大学校を所有しています。 
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（５）資本金の額及び出資者ごとの出資額（前事業年度末からのそれぞれの増減を含む。） 

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 6,016 - - 6,016

一般勘定 157 - - 157

労災勘定 1,603 - - 1,603

雇用勘定 4,255 - - 4,255

（単位：百万円）

区  分

（
内

訳

）

  【参考】 勘定区分について 

当機構においては、機構法第１３条に基づき、以下のとおりそれぞれ「勘定」を設け業務

に係る経理を区分しており、それぞれの勘定ごとに財務諸表を作成しています。 

（１） 一般勘定 

       下記２勘定に属さない業務 

（２） 労災勘定  

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による労働者災害補償保険事業に

関する業務 

（３） 雇用勘定 

雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）による雇用保険事業に関する業務 

（６）財源の状況 

①財源（収入）の内訳（運営費交付金、国庫補助金、業務収入、その他） 

    令和２年度の法人単位の収入決算額は２，７９３百万円であり、国からの財政措置の他に

も様々な収入がありその内訳は以下のとおりです。 

（単位：百万円）

区分 金額 構成比率

運営費交付金 2,607 93.4％

施設整備費補助金 136 4.9％

その他収入 50 1.8％

合計 2,793 100.0％

（注）各金額は四捨五入。

  ②その他収入に関する説明 

当機構におけるその他収入は、５０百万円を得ています。出版物販売収入と東京労働大

学受講料収入が大きな収入源として、自己収入としてその大半を占めています。その他に

も日経テレコンの記事掲載料、中高生向け職業レディネステストなどの知的財産の講習会

における使用料及び労働図書館における複写サービスに係る収入等の雑収入があります。 
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 ８ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策  

（１）リスク管理の状況 

令和２年度においては、令和元年度に引き続き内部統制システムの定着を目指し、コンプライ

アンス委員会及びリスク管理委員会の定期的な開催など組織全体で計画的な取り組みを実施し

たところです。 

特にリスク管理については、前年度に整理した機構リスク管理表の重大なリスクについて、 

現在の対応措置（方針）に基づき、具体的に実施した対策等を組織全体で共有し継続的対応を

図っております。また、契約監視委員会など外部有識者等による検証や監事監査により、リスク

への対応状況の確認も受けております。 

(２)業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

当機構では、リスク管理委員会を定期的に開催し、機構各業務に内在するリスクを把握し、リ

スク発生原因を分析・評価した結果をリスク管理表に取りまとめ、具体的な対策状況を機構全体

に情報を共有化しているところです。 

また、事故・災害等の緊急時対応として、防災業務計画及び事業継続計画(BCP)の策定及び

計画に基づく訓練等を実施しております。 

リスクの評価と対応を含む内部統制システムの整備の詳細につきましては、業務方法書をご

覧下さい。 

https://www.jil.go.jp/outline/houki/documents/houhou27.pdf
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 ９ 業務の適正な評価の前提情報  

令和２年度の当機構の各業務についてのご理解とその評価に資するため、主な事業スキーム

を示します。 

９．労働政策研究・研修機構の役割と事業内容

（２） 機構の事業

（１） 労働政策の現状・課題と機構の役割

・人口減少社会の進展、多様な働き方の拡大、技術革新に
伴う産業構造の変化等の労働市場を取り巻く環境の変化

・働き方改革を通じた生産性向上等の新たな重要課題

○内外の労働に関する事情及び労働政策についての総合
的な調査及び研究等並びにその成果の普及を行うこと

○その成果を活用して厚生労働省の労働に関する事務を
担当する職員その他の関係者に対する研修を行うこと

我が国の労働政策の立案及びその効果的かつ効率的な
推進に寄与し、もって労働者の福祉の増進と経済の発展
に資する。

１ 労働政策の総合的な調査研究事業

○プロジェクト研究（中長期的な労働政策の課題に対応）
○課題研究（重要性の高い新たな政策課題に対応）
○緊急調査（緊急の政策ニーズに対応）

３ 成果・政策提言の普及事業

○ホームページ、メールマガジン等を通じた国民各層への情報発信
○労働政策フォーラムの開催 など

２ 情報の収集・整理事業

○国内外の労働事情等に関する情報収集
○収集したデータのわかりやすい 整理

労働行政職員研修

研究成果の活用・
研修への参画

労働政策研究・研修の必要性 機構の役割

厚生労働省との連携を図りつつ、
機構が研究と研修を実施

貢献

・調査研究の成果により、厚生労働省に対して政策的インプリケーションの提示や政策論議に必要な
エビデンスの提供を通じて、法律改正などの労働政策の企画立案に貢献
・事例研究やロールプレイング等の研修により、第一線の労働行政職員（ハローワーク、労働基準監督署
職員等）の資質及び業務遂行能力を向上させ、効果的かつ効率的な労働政策の推進に寄与

行政現場の課題、
問題意識の吸い上げ

○一般研修（業務の基礎を身につける）
○専門研修（専門性を身につける）
○管理監督者研修（管理能力を身につける）

厚生労働省が労働政策を適切に企画立案及び推
進していくためには、質の高い労働政策研究及び
労働行政研修が確実に実施されることが不可欠。

４ 労働行政担当職員等に対する研修事業
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 １０ 業務の成果と使用した資源との対比  

（１）令和２年度の業務実績と使用した資源との対比 

令和２年度は、年度計画及び第 4 期中期計画に沿って、国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上等について、適切に取り組み総合的にみて中期目標の達成に向

け、適切な業務運営を行ってまいりました。 

業務毎の具体的な取り組み結果と行政コストの関係の概要については次のとおりです。 

詳細につきましては、令和２年度業務実績報告書をご覧ください。 

項     目 実績 
自己
評価 

国民の負担に 

帰せられるコスト 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにと

るべき措置 

１ 労働政策研究の実施 

①リサーチ・アドバイザー部会等の機構の外部評価に
おいて下記の採点基準により研究成果の平均点
2.0以上の評価を得る。 
〔成果ごとに、Ｓ評価(大変優秀)＝3点、Ａ評価(優秀)
＝2点、Ｂ評価(標準)＝1点、C評価以下＝0点〕 

2.33％ 
（達成度）
116.5％ 

S 760,343千円 

②厚生労働省より「政策貢献が期待できる」との評価
を受けたプロジェクト研究サブテーマを、テーマ総数
の80％以上確保する。 

100％ 
（達成度）
125％ 

③労働関係法令・指針・ガイドラインの制定・改正、予
算・事業の創設・見直し、政策評価、審議会・検討
会、政党・労使団体への説明での活用、政府の法
案提出に繋がった研究成果を、成果総数（※）の
85％以上得る。 
※別紙（略）に掲げるプロジェクト研究のテーマのう
ち、「①雇用システムに関する研究」「⑦労使関係を
中心とした労働条件決定システムに関する研究」に
該当する研究成果を除く。 

95.5％ 
（達成度）
112.4％ 

④労働政策研究の成果についての有識者を対象とし
たアンケート調査を実施し、下記基準により2.0以上
の評価を得る。 
〔大変有意義：3、有意義：2、あまり有意義でない：1、
有意義でない：0〕 

2.43 
（達成度）
121.5％ 

⑤労働政策担当者向け勉強会等への厚生労働省等
の政策関係者の参加者数を225人以上確保する。 

295人 
（達成度）
131.1％ 

⑥機構の研究成果の普及、情報収集、海外研究機関
との連携強化等、政策研究に資する国際会議、国
際学会等への研究員の派遣や、機構が主催・共催
する国際セミナー等への研究員の出席を積極的に
促進する。 

― 

２ 内外の労働事情・労働政策に関する情報の収集・整理 

①国内情報収集成果の提供件数を毎年度延べ140件
以上確保する。 

151件 
（達成度）
108％ 

Ｂ 365,549千円 
②海外情報収集成果の提供件数を毎年度延べ150件
以上確保する。 

162件 
（達成度）
108％ 
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３ 労働政策研究等の成果及び政策への提言 

①労働政策研究等の成果について、メールマガジン
を週２回発行する。 

週2回 
（達成度）
100％ 

Ｂ 125,330千円 

②メールマガジン読者への有意義度評価で、それぞ
れ下記基準により2.0以上の評価を得る。 
〔大変有意義：３、有意義:２、あまり有意義でない:１、
有意義でない：０〕 

2.33 
（達成度）
117％ 

③労働政策フォーラムを年間６回開催する。 
年6回 
（累計） 
24回 

④労働政策フォーラム参加者への有意義度評価で、
それぞれ下記基準により2.0以上の評価を得る。 
〔大変有意義：３、有意義:２、あまり有意義でない:１、
有意義でない：０〕 

2.40 
（達成度）
120％ 

４ 労働行政担当職員その他の関係者に対する研修 

①研修生に対する事後調査（修了後半年から1年程
度）により、毎年度平均で85％以上の者から、「業務
に生かせている」との評価を得る。 

4～8月の
研修中止
により実
績なし 

Ｂ 505,100千円 
②当該研修生の上司に対する事後調査（修了後半年
から1年程度）により、毎年度平均で85％以上の者
から評価を得る。 

4～8月の
研修中止
により実
績なし 

③イブニングセッションを毎年度30回以上開催し、そこ
で得た知見等をもとにした研修教材の開発・改善を
毎年度3件以上得る。 

集合研修
の中止に
より 

実績なし 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 内部統制の適切な実施 

― Ｂ ― 
２ 組織運営・人事管理に関する体制の見直し 

３ 情報セキュリティの強化 

４ 業務運営の効率化に伴う経費節減等 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

第３ 予算、収支計画及び資金計画 

― Ｂ ― 

第４ 短期借入金の限度額 

第５ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる
財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 
第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとする
ときは、その計画 

第７ 剰余金の使途 

第８ 人事に関する計画 

第９ 施設・設備に関する計画 

第１０ 積立金の処分に関する事項 
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（２）当中期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況 

区 分 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 

評定 Ｂ Ｂ Ｂ ― ― 

理由 
 平成 29 年度、30 年度、令和元年度とも、項目別評定のうち、A が 1 項目、Ｂ
が 6項目であり、全体としておおむね中期目標における所期の目標を達成して
いると認められる。 

  （注）評価区分 

Ｓ：法人の活動により、全体として中期目標における所期の目標を量的及び質的に上回る

顕著な成果が得られていると認められる。 

Ａ：法人の活動により、全体として中期目標における所期の目標を上回る成果が得られて

いると認められる。 

Ｂ：全体としておおむね中期目標における所期の目標を達成していると認められる。 

Ｃ：全体とし中期目標における所期の目標を下回っており、改善を要する。 

Ｄ：全体とし中期目標における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な

改善を求める。 
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 １１ 予算と決算の対比  

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由
収入 2,635 2,615 2,733 2,722 2,698 2,680 2,755 2,687 2,882 2,793
運営費交付金 2,384 2,384 2,474 2,474 2,416 2,416 2,390 2,390 2,607 2,607
施設整備費補助金 193 175 205 192 228 206 312 247 221 136 （※１）
その他の収入 58 56 53 55 53 58 53 50 54 50

支出 2,635 2,448 2,733 2,472 2,698 2,502 2,755 2,635 2,882 2,585
業務経費 767 661 716 618 713 640 758 711 693 609
人件費 1,260 1,240 1,212 1,200 1,251 1,246 1,254 1,266 1,296 1,297
一般管理費 415 372 489 462 419 410 431 411 672 543
施設整備費 193 175 205 192 228 206 312 247 221 136 （※２）
予備費 －　 －　 110 －　 87 －　 －　 －　 －　 －　

令和2年度令和1年度
区  分

平成28年度 平成29年度 平成30年度

（注）単位未満は四捨五入している。 

（※１）施設整備費を要することが予定より少なかったため 

（※２）一般競争入札により契約価格が予定を下回ったこと等による施設整備費の減 

詳細につきましては、決算報告書をご覧ください。 
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 １２ 財務諸表の要約  

  要約した法人単位財務諸表 

   （１）貸借対照表（https://www.jil.go.jp/johokokai/index.html） 

（単位：百万円） 

金額 金額
流動資産 1,384 流動負債 908
現金及び預金（※１） 1,125 運営費交付金債務 197
未収金 139 未払金 559
賞与引当金見返 111 短期リース債務 20
その他 9 賞与引当金 111

固定資産 7,230 その他 20
有形固定資産 6,199 固定負債 1,117
無形固定資産 6 資産見返負債 77
投資その他の資産 長期リース債務 14
　退職給付引当金見返 1,025 退職給付引当金 1,025

資産除去債務 1
負債合計 2,025

純資産の部（※２）
資本金
政府出資金 6,016

資本剰余金 87
利益剰余金 486
純資産合計 6,589

資産合計 8,614 負債純資産合計 8,614
（注）単位未満は四捨五入している。

（以下、同じ。）

負債の部資産の部

   （２）行政コスト計算書（https://www.jil.go.jp/johokokai/index.html） 

（単位：百万円） 

金額
損益計算書上の費用 2,391
　　　経常費用（※３） 2,390
　　　臨時損失（※４） 1
　　　その他調整額（※５） － 
その他行政コスト（※６） 219
行政コスト合計 2,611
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   （３）損益計算書（https://www.jil.go.jp/johokokai/index.html） 

（単位：百万円） 

金額
経常費用(A)（※３） 2,390

業務費 1,521

人件費 782
外部委託費 267
雑給 144
諸謝金 66
退職給付費用 50
賞与引当金繰入 83
その他 129

一般管理費 865
人件費 281
雑給 40

外部委託費 341
水道光熱費 24
退職給付費用 8
賞与引当金繰入 29
その他 142

財務費用 1

その他 3

経常収益(B) 2,598
運営費交付金収益 2,359
資産見返負債戻入 20
賞与引当金見返に係る収益 111
退職給付引当金見返に係る収益 58
自己収入等 50

臨時損失(C)（※４） 1
固定資産除却損 1

その他調整額（※５） － 
当期純利益（B－A－C） 206
当期総利益（B－A－C）（※７） 206

   （４）純資産変動計算書（https://www.jil.go.jp/johokokai/index.html） 

（単位：百万円） 

資本金 資本剰余金 利益剰余金
 評価・換算
　　差額等

純資産合計

当期首残高 6,016 174 280 － 6,469
当期変動額 － △87 206 － 120
　　その他行政コスト（※６） － △219 － － △219
　　当期総利益（※７） － － 206 － 206
　　その他 － 133 － － 133
当期末残高（※２） 6,016 87 486 － 6,589
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   （５）キャッシュ・フロー計算書（https://www.jil.go.jp/johokokai/index.html） 

（単位：百万円） 

金額
業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 352
人件費支出 △ 1,239
業務支出 △ 631
一般管理支出 △ 434
運営費交付金収入 2,607
自己収入等 50
その他 △ 1

投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △ 295
財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △ 23
資金増減額(D=A+B+C) 34

資金期首残高(E) 811

資金期末残高(F=D+E)（※８） 845

   （参考）資金期末残高と現金及び預金との関係 

                                                   （単位：百万円） 

金額

資金期末残高（※８） 845
預入期間が3ヶ月を超える定期預金 280
現金及び預金（※１） 1,125

詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 
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 １３ 財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報  

  各財務諸表の概要 

  （１） 貸借対照表 

     （資産） 

       令和２年度末現在の資産合計は８，６１４百万円と、前年度末比３２百万円増（０．４％

増）となっており、ほぼ同額となっている。 

     （負債） 

       令和２年度末現在の負債合計は２，０２５百万円と、前年度末比８８百万円減（４．１％

減）となっている。これは、退職給付引当金が７０百万円減少したことによる影響が主な

要因である。 

  （２） 行政コスト計算書

     令和２年度の行政コストは２，６１１百万円と、前年度比１，２１４百万円減（３１．７％減）と

なっている。これは、令和１年度に会計基準改訂に伴う退職給付費用の平成３０年度以

前発生分（１，０７９百万円）及び賞与引当金繰入（１１４百万円）を臨時損失に計上したこ

とによる影響が主な要因である。 

  （３） 損益計算書 

     （経常費用） 

       令和２年度の経常費用は２，３９０百万円と、前年度比３３百万円減（１．４％減）となっ

ておりほぼ同額となっている。 

     （経常収益） 

       令和２年度の経常収益は２，５９８百万円と、前年度比１１８百万円増（４．７％増）とな

っている。これは運営費交付金収益が１５５百万円増加したことによる影響が主な要因

である。 

     （当期総損益） 

       上記経常損益の状況から、令和２年度の当期総利益は２０６百万円となり、前年度の

総利益５４百万円から１５２百万円増（２７９．１％増）となっている。これは運営費交付

金収益が１５５百万円増加したことによる影響が主な要因である。 
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  （４） 純資産変動計算書 

     令和２年度は、その他行政コスト（減価償却等）で２１９百万円減、当期純利益で２０６百

万円増、その他（固定資産の取得）で１３３百万円増となっており、純資産の額は期首残

高６，４６９百万円から１２０百万円増加し、当期末残高６，５８９百万円となっている。 

     なお、純資産変動計算書は、平成３０年９月の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政

法人会計基準注解」の改訂に伴い、財政状態（貸借対照表）と運営状況（行政コスト計算

書（フルコスト情報）、損益計算書（利益情報）)との関係を表すことが必要とされたため新

設されたものである。 

  （５） キャッシュ・フロー計算書 

     （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

       令和２年度の業務活動によるキャッシュ・フローは３５２百万円と、前年度比２２９百万

円増となっている。これは、運営費交付金収入が２１７百万円増加したことが主な要因

である。 

     （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

       令和２年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△２９５百万円と、前年度比△１８８

百万円減となっている。これは、施設費におる収入が２７３百万円減少したことが主な

要因である。 

     （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

       令和２年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△２３百万円と、前年比△３百万円

減となっている。これは、リース債務の返済による支出が減少したことが要因である。 
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 １４ 内部統制の運用に関する情報  

当機構では、役員（監事を除く。）及び職員の職務の執行が通則法、機構法又は他の法令に

適合することを確保するための体制、その他独立行政法人の業務の適正を確保するための体制

「内部統制システム」を整備するとともに、継続的に見直しを図っています。（業務方法書第 32 条） 

〈内部統制の運用（業務方法書第 36条）〉 

役員（監事を除く。）及び職員の職務の執行が関係法令等に適合することを確保するため

の体制、その他独立行政法人の業務の適正を確保するための体制の整備等を目的として、

コンプライアンス委員会を設置し、継続的にその見直しを図るものとしており、令和２年度に

おいては、6 月、9 月、12 月、3 月に開催しています。 

〈運用資金等の管理（業務方法書第 37 条）〉 

業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別、分析及び評価し、当該リスクへ適

切に対応するため、リスク管理委員会の設置等を定めた内部規程等を整備することとしてお

り、リスク管理委員会を 9 月、2 月に開催しリスク管理体制の検討、運用を図っています。 

〈監事監査・内部監査（業務方法書第 40 条、第 41 条）〉 

監事は、機構の業務及び会計に関する監査を行っております。監査結果報告書を理事長

に通知し、監査の結果、改善を要する事項があると認めるときは、報告書に意見を付すこと

ができます。 

また、理事長は、機構の業務運営の合理化、諸規定の実施状況等に関する事項につい

て、職員に命じ内部監査を行わせ、その結果に対する改善措置状況を理事長に報告するこ

ととなっており、令和２年度の財務に関する内部監査は、毎月 1回(年 12回)契約・支出案件

について行い、適正に実施されたことを確認しています。 

〈入札及び契約に関する事項（業務方法書第 43条）〉 

入札及び契約に関し、監事及び外部有識者から構成される「契約監視委員会」の設置等

を定めた内部規程等を整備することとしており、契約監視委員会設置要綱の他、契約事務

の適切な実施等を目的として契約事務取扱要領に基づき契約監視委員会等の設置を行っ

ています。 

令和２年度においては、契約監視委員会を 6 月、9 月、12 月、3 月に開催し令和２年度の

調達実績について、点検・見直しを行っております。更に、内部管理職による随意契約等審

査委員会を 7 月、9 月、12 月、3 月に開催し、令和２年度の随意契約手続きについて、点検

・見直し等を行っています。 
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〈予算の適正な配分（業務方法書第 44条）〉 

運営費交付金を原資とする予算の配分が適正に実施されることを確保するための体制整

備及び評価結果を法人内部の予算配分等に活用する仕組みとして、10 月、12 月に各部に

よる予算執行見込額の集計を行うとともに、12 月の経営会議において、当該見込額の結果

を踏まえた予算配分の見直しを行っています。 
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 １５ 法人の基本情報 

（１）沿革 

平成 15 年 10 月 独立行政法人として設立 

なお、当機構の前身となる法人の沿革は次のとおりです。 

ア 日本労働研究機構（特殊法人） 

昭和 33 年 9 月 ①日本労働協会設立（特殊法人） 

昭和 44 年 7 月 ②雇用促進事業団雇用職業総合研究所設立（特殊法人） 

平成 2 年 1 月 日本労働研究機構設立（①と②が統合） 

イ 労働研修所（厚生労働省の施設等機関） 

昭和 39 年 6 月 1 日 

第 1 期中期目標期間 平成 15 年 10 月～平成 19 年 3月 

第 2 期中期目標期間 平成 19 年 4 月～平成 24 年 3月 

第 3 期中期目標期間 平成 24 年 4 月～平成 29 年 3月 

第 4 期中期目標期間 平成 29 年 4 月～令和 4 年 3月 

（２）設立根拠法 

独立行政法人労働政策研究・研修機構法 

（３）主務大臣 

厚生労働大臣 

（４）組織体制 
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（５）事務所の所在地 

法人本部・労働政策研究所 ： 東京都練馬区上石神井 4-8-23 

労働大学校 ： 埼玉県朝霞市溝沼 1983-2 

（６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

該当ありません 
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（７）主要な財務データの経年比較 

① 主要な財務データの経年比較 

（単位：百万円）
区  分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

経常費用 2,278 2,292 2,297 2,423 2,390
経常収益 2,449 2,429 2,386 2,480 2,598
当期総利益 916 137 88 54 206

行政サービス実施コスト 879 2,474 2,403 － －

行政コスト － － － 3,825 2,611
資産 7,441 6,878 7,181 8,582 8,614
負債 384 607 807 2,112 2,025
利益剰余金 934 137 225 280 486
業務活動によるキャッシュ・フロー 179 △ 646 286 123 352
投資活動によるキャッシュ・フロー 17 84 △ 45 △107 △ 295
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 29 △ 10 △ 19 △20 △ 23
資金期末残高 1,165 593 815 811 845

（注）平成 30年 9月の「独立行政法人会計基準」の改訂に伴い、令和 1年度決算より「行政サー

ビス実施コスト計算書」が廃止され、「行政コスト計算書」が新設された。 

② セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由） 

（区分経理によるセグメント情報） 

  一般勘定の事業損益は４６，４７４千円と、前年度比３７，６７８千円の増となっている。これ

は業務費が２７，９７９千円、一般管理費が１８，２０６千円減少したことが主な要因である。 

  労災勘定の事業損益は１８，００５千円と、前年度比１６，４０２千円の増となっている。これ

は、一般管理費が１１，５５９千円、業務費が４，５５８千円減少したことが主な要因である。 

  雇用勘定の事業損益は１４２，９３４千円と、前年度比９６，６９３千円の増となっている。こ

れは、業務費が１１４，４１６千円減少、経常収益が１２８，３４９千円増加したこと及び一般管

理費が１４６，６４４千円増加したことが主な要因である。 

表 事業損益の経年比較（区分経理によるセグメント情報） 

（単位：千円※）
区  分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

一般勘定 28,721 17,688 21,281 8,796 46,474
労災勘定 6,693 4,758 3,769 1,603 18,005
雇用勘定 135,228 114,314 63,446 46,241 142,934

合計 170,642 136,760 88,495 56,640 207,413

（※）金額が少額のため、千円単位としている。 

（事業等のまとまりごとのセグメント情報） 

 表 事業損益の経年比較（事業等のまとまりごとのセグメント情報） 
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（単位：千円※）
区  分 令和1年度 令和2年度

政策研究経費 32,271 34,342
情報収集等経費 22,961 35,462
成果普及等経費 △ 1,397 5,837
研修事業経費 19,516 55,365
法人共通 △ 16,711 76,408
合計 56,640 207,413

（注）中期目標等における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報を開示して

いる。 

（※）金額が少額のため、千円単位としている。 

③ セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由） 

（区分経理によるセグメント情報） 

  一般勘定の総資産は６４４百万円と、前年度比２２百万円の増（３．５％増）となっている。

これは、当期未処分利益の増加に伴い、現金及び預金が４８百万円増加したことが主な要

因である。 

  労災勘定の総資産は１，８４０百万円と、前年度比１５４百万円の減（７．７％減）となって

いる。これは、未払金の減少に伴い、現金及び預金が１１１百万円減少したことが主な要因

である。 

  雇用勘定の総資産は６，１６０百万円と、前年度比１５５百万円の増（２．６％増）となって

いる。これは、未払金の増加に伴い、現金及び預金が１５２百万円増加したことが主な要因

である。 

表 総資産の経年比較（区分経理によるセグメント情報） 

（単位：百万円）
区  分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

一般勘定 562 286 349 622 644
労災勘定 1,870 1,892 1,866 1,994 1,840
雇用勘定 5,052 4,740 5,007 6,006 6,160

調整（※） △42 △39 △41 △40 △ 31

合計 7,441 6,878 7,181 8,582 8,614

（注）調整欄は、勘定間の未払金と未収金の相殺を表している。 

（事業等のまとまりごとのセグメント情報） 

 表 総資産の経年比較（事業等のまとまりごとのセグメント情報） 

（単位：百万円）
区  分 令和1年度 令和2年度

政策研究経費 348 377
情報収集等経費 346 269
成果普及等経費 140 123
研修事業経費 3,864 3,775
法人共通 3,883 4,070
合計 8,582 8,614
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（注）中期目標等における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報を開示して

いる。 

④ 行政コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由） 

令和２年度の行政コストは２，６１１百万円と、前年度比１，２１４百万円減となっている。

これは、令和元年度に会計基準改訂に伴う退職給付費用の平成 30 年度以前発生分１，

０７９百万円及び賞与引当金繰入１１４百万円を計上していたことが主な要因である。 

なお、平成３０年９月の「独立行政法人会計基準」の改訂に伴い「行政サービス実施コス

ト計算書」が廃止となり、「行政コスト計算書」が新設された。 

（単位：百万円）
区  分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

業務費用 2,221 2,237 2,239 3,619 2,391
　うち損益計算上の費用（※１） 2,278 2,292 2,297 3,619 2,391
　うち自己収入等 △57 △55 △58 － －

減価償却相当額（※２） 169 181 191 203 217

利息費用相当額（※２） 0 0 0 0 0
承継資産に係る費用相当額（※３） － － － － －
除売却差額相当額（※２） － 0 － 4 3
引当外賞与見積額 △0 8 6 － －
引当外退職給付増加見積額 △1,520 44 △34 － －
機会費用 8 4 1 － －
行政サービス実施コスト 879 2,474 2,403 － －

行政コスト － － － 3,825 2,611

（注）平成30年9月改訂の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に基づ

き、令和 1 年度決算より「行政サービス実施コスト計算書」が廃止され、「行政コスト計算書」

が新設されたため、平成 30 年度以前は「行政サービス実施コスト計算書」の計数を引用して

おり、令和 1 年度以降は「行政コスト計算書」の計数を引用している。 

（※１）令和 1年度以降の「うち損益計算上の費用」には、法人税、住民税及び事業税、法人税等

調整額が含まれる。 

（※２）平成 30 年度以前の「行政サービス実施コスト計算書」での科目名は、「減価償却相当額」

は「損益外減価償却相当額」、「利息費用相当額」は「損益外利息費用相当額」、「除売却差

額相当額」は「損益外除売却差額相当額」である。 

（※３）承継資産に係る費用相当額」は「行政コスト計算書」において新設された科目である。 
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（８）翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 

 ①予算 

（単位：百万円）
区別 合計

収入
　　運営費交付金 2,384
　　施設整備費補助金 186

　　その他収入 140

　計 2,710
支出
　　人件費 1,202
　　一般管理費 605
　　業務経費 717
　　施設整備費 186

計 2,710

 ②収支計画 

（単位：百万円）
区別 合計

費用の部 2,581
　　経常費用 2,581
　　　 一般管理費 950

　　　　業務費 1,596

　　　　減価償却費 35
　　財務費用 1
収益の部 2,583
　　運営費交付金収益 2,271
　　資産見返物品受贈額戻入 0
　　資産見返運営費交付金戻入 16
　　賞与引当金見返に係る収益 113
　　退職給付引当金見返に係る収益 42
　　その他の収入 140
　　財務収益 1
経常利益又は経常損失（△） 1
臨時損失 0
臨時利益 0

純利益（△純損失） 1

総利益（△総損失） 1
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③資金計画 

（単位：百万円）
区別 合計

資金支出 3,342
　業務活動による支出 2,601
　投資活動による支出 186

　財務活動による支出 20

　翌年度への繰越金 535

資金収入 3,342
　業務活動による収入 2,438
　　運営費交付金による収入 2,384
　　その他の収入 54
　投資活動による収入 551
　　施設整備費補助金による収入 186
　　定期預金の払戻による収入 280
　　有形固定資産の売却による収入 86
　前年度よりの繰越金 352

詳細につきましては、年度計画を参照にしてください。 
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 １６ 参考情報  

 （１）要約した財務諸表の科目の説明 

①貸借対照表 

独立行政法人の財政状態を明らかにするため、事業年度末における全ての資産 、

負債及び純資産を記載しています。 

（a）資産の部 

     （流動資産） 

現金及び預金 ：現金、預金 

未収金     ：出版物販売収入等の債権 

その他 ：棚卸資産、前払費用等 

（固定資産） 

有形固定資産 ：土地、建物、工具器具備品など独立行政法人が長期にわたって使用

または利用する有形の固定資産 

無形固定資産 ：ソフトウェア、電話加入権 

その他      ：職員長期貸付金 

(b)負債の部 

（流動負債・固定負債） 

  運営費交付金債務：独立行政法人の業務を実施するために国から交付された運営費

交付金のうち、収益化を行っていない部分に該当する債務残高 

未払金     ：施設改修経費等の債務 

短期リース債務  ：支払期限が１年以内のリースに係る債務 

その他        ：前受金、預り金等 

資産見返負債 ：運営費交付金等により償却資産を取得した場合に計上される負債 

長期リース債務  ：支払期限が１年を超えるリースに係る債務 

資産除去債務 ：有形固定資産の取得、建設、開発または、通常の使用によって生

じ、当該有形固定資産の除去に関して法令または契約で要求され

る法律上の義務及びそれに準ずるもの（アスベストの除去等） 

(c)純資産の部 

（資本金） 

政府出資金 ：国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構成 

（資本剰余金） 

資本剰余金  ：国から交付された施設費を財源として取得した資産で独立行政法人

の財産的基礎を構成するもの 

（利益剰余金） 

利益剰余金 ：独立行政法人の業務に関連して発生した利益の累計額 
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②行政コスト計算書 

   独立行政法人の業績の評価において、業務の成果との対比情報である行政コストを記

載しています。行政コストとは業務の成果を生み出すために要したコストのことを指します。 

     (a)損益計算書上の費用：損益計算書における経常費用、臨時損失 

     (b)その他行政コスト   ：政府出資金や国から交付された施設費等を財源として取得した

資産の減少に対応する、独立行政法人の実質的な会計上の財

産的基礎の減少の程度を表すもの 

   (c)行政コスト        ：独立行政法人のアウトプットを産み出すために使用したフルコス

トの性格を有するとともに、独立行政法人の業務運営に関して

国民の負担に帰せられるコストの算定基礎を示す指標としての

性格を有するもの 

③損益計算書 

  独立行政法人の運営状況を明らかにするため、一会計期間に属する独立行政法人のす

べての費用とこれに対応する収益とを記載して当期純利益（当期純損失）を表示するととも

に、利益又は損失を確定するため、当期純利益（当期純損失）に必要な項目を加減して、

当期総利益（当期総損失）を表示しています。 

(a)経常費用 

（業務費・一般管理費） 

・人件費     ：給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の職員等に要する経費 

・外部委託費  ：建物の維持・運営管理又は機構業務の一部を外部の者に委託する

ために要する経費 

・雑給 ：賃金職員等に要する経費 

・諸謝金     ：出席謝金、執筆謝金等 

・水道光熱費  ：水道料金、電気料金等 

・その他     ：図書印刷費、租税公課、賃借料等 

（財務費用） 

・支払利息   ：利息の支払に要する経費 

(b)経常収益 

・運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収益 

・資産見返負債戻入：資産見返運営費交付金戻入（運営費交付金により取得した償却 

資産の減価償却として計上された費用相当額を、資産見返運営費 

交付金を取り崩し収益化したもの。）等 

・自己収入等 ：出版物販売収入、受講料収入等の収益 
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④純資産変動計算書 

 純資産の１年間の動きを明らかにすることを目的として作成するもので、独立行政法人の

財政状態と運営状況との関係を示しています。 

      当期末残高：貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

⑤キャッシュ・フロー計算書 

独立行政法人の一会計期間におけるキャッシュ・フローの状況を報告するため、キャッ 

シュ・フローを活動区分（業務活動、投資活動及び財務活動）別に表示しています。 

(a)業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の

状態を表し、国からの運営費交付金や出版物販売

等による収入、業務を行うために必要な物品又は

サービスの購入による支出、人件費支出等が該当 

(b)投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投

資活動に係る資金の状態を表し、固定資産の取得

による支出や施設費による収入等が該当 

(c)財務活動によるキャッシュ・フロー：リース債務の返済による支出、不要財産の国庫納

付等による支出が該当 
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 （２）その他公表資料等との関係の説明 

■当機構では、新型コロナウイルス感染症拡大の雇用・就業への影響に課する実態把握のた

め、組織横断的なプロジェクトチームを緊急に立ち上げ、個人・企業を対象とした連続パネ

ル調査やその二次分析、国内外の情報収集などに取り組み、その成果をホームページの特

設サイトで発信するとともに、以下の成果物を取りまとめ提供しています。 

ホームページ特設サイト 

「新型コロナウイルス感染症関連情報」 

「新型コロナウイルス感染拡大の 

雇用・就業への影響 2020」 

2020 年のプロジェクトの成果全体を、

ハンドブックとして取りまとめました。 

「データで見るコロナの軌跡 データブック国際

労働比較 2020 特別編集号」 

各国が直面している経済や雇用の変化

を統計データを通じて把握しています。 

「テレワーク コロナ禍における労使の取組」 

プロジェクトの成果を活用して取りま

とめた２つのレポートにより、テレワーク

に関する現状と課題を提示しています。 
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■「JILPT 成果の概要 2020」 

ILPT 成果の概要では、毎年度、調
査研究成果について、調査目的や事
実発見、政策的インプリケーションな
どをコンパクトにまとめています。 
ホームページから全文ご覧いただ

けます。 

■パンフレット 

当機構の業務内容や組織概要を
紹介しています。 
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■ホームページでは、様々な調査研究成果および各種イベント・刊行物等の情報を発信して 

います。 

■メールマガジンでは、当機構の研究成果に関する情報をはじめ、労働行政、労働統計など

ウェブ上に存在する雇用・労働分野の最新ニュースを、週２回（水曜日と金曜日）無料でお

届けしています。 
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